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目的（労働者協同組合法第１条）

この法律は、各人が生活との調和を保ちつつその意欲及び
能力に応じて就労する機会が必ずしも十分に確保されてい
ない現状等を踏まえ、組合員が出資し、それぞれの意見を
反映して組合の事業が行われ、及び組合員自らが事業に従
事することを基本原理とする組織に関し、設立、管理その
他必要な事項を定めること等により、多様な就労の機会を
創出することを促進するとともに、当該組織を通じて地域
における多様な需要に応じた事業が行われることを促進し、
もって持続可能で活力ある地域社会の実現に資することを
目的とすること
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2025年12月18日、経済産業省の「地域生活維持政策小委員会」で
エッセンシャルサービスの供給を維持するための制度検討に関す
る中間報告に労働者協同協同組合を明記

 人口減少による深刻な人手不足の中、日常の買い物や移動といった基本的な
生活基盤を維持するため、本報告書では、労働者協同組合も重要な役割を担
う主体として明確に位置づけ。
報告書では、「株式会社だけでなく、協同組合等の中間団体の参画を促進

することが重要」と強調。
特に労働者協同組合については、「労働者協同組合の資金制約の緩和等の

制度的措置は、中間団体の参画を促す上で効果的」や「労働者協同組合によ
る事業承継（ワーカーズバイアウト）を円滑化する上で、事業承継に必要な
資金調達の支援や事業譲渡における債権者承認手続の簡素化といった措置も
有効」と記載。



石川県珠洲市で公衆浴場を継業した「海浜あみだ湯」労働者協同組合の代表
理事の北澤晋太郎さん（2026年1月15日のワーカーズコープ・センター事業団
全国所長会議での発言）。
https://www.amidayu-suzu.com/about/

被災に遭った自身の当事者性（自宅が被災）を発揮して公衆浴場を継業したい
と思ったときに、市議からワーカーズコープを紹介いただき選択した。
公衆浴場には公共性があり、利用者も一緒に経営に参加している当事者だとい
う思いを持っている、と。
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